
新

会の開催 １産業人材育

規

成のための各種講習会

完

の開催

２産業人材育成

了

のための市独自講座の

事

開催 ２産業人材育成の

業

ための市独自講座の開

ゼ

催

３次世代産業人材育

ロ

成支援事業補助金 ３次

予

世代産業人材育成支援

算

事業補助金

平成26年

事

度　実績 平成27年度

業

　予定

１産業人材育成

担

のための各種講習会の

当

開催 １産業人材育成の

者

ための各種講習会の開

全

催

２産業人材育成のた

体

めの市独自講座の開催

計

２産業人材育成のため

画

の市独自講座の開催

３

経

次世代産業人材育成支

費

援事業補助金 ３次世代

区

産業人材育成支援事業

分

補助金

内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成22年度　実績 平成23年度　実績

平成24年度　実績 平成25年度　実績

平成26年度　実績 平成27年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２７年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 坂詰史博

全体計画 経費区分 － 内線 3423

事務事業名 5584 産業人材育成事業

所　　属 150200 産業振興部・産業連携開発課

施　　策 05052900 雇用機会の充実と産業人材の育成

会計 01 一般会計
予算

科目 050102 労働費・労働諸費・労働諸費
科目

事業 040000 産業人材育成事業

事業目的 事業概要・効果 

　次世代のものづくり産業を支える人材育成を行うた 　産業振興の基礎となる人材育成に主眼をおき、産学

めに、各種講座の開催及び補助金等の支援を行う。 官の連携をとりながら、在職者訓練や職業能力開発、

子どもたちにものづくりへの興味を持ってもらうこと

を主眼に、各種講座の開催を引き続き進める。

　受講者の要望や資格取得、ス

内

キルアップが図れる講

部

座の実施ができるよう

評

充実を図っている。

　

価

効果として、須坂市の

【

ものづくり産業の将来

二

を考え

たとき、地域に

次

「ものづくり」ができ

】

る人材を多く育

てるこ

1

とが必要であり、最先

頁

端の機械も使う人によ

平

っ

て結果（成果）が異

成

なる。機能を引き出せ

２

る優秀な人

材の養成に

７

結びつくことが期待さ

年

れる。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

度

年度実績及び予定

平成

　

22年度　実績 平成2

行

3年度　実績

１産業人

政

材育成のための各種講

評

座の開催 １産業人材育

価

成のための各種講座の

事

開催

２産業人材育成の

業

ための市独自講座の開

別

催 ２産業人材育成のた

シ

めの市独自講座の開催

ー

３善光寺平地域産業活

ト

性化金型人材養成等事

実

業 ３次世代産業人材育

計

成支援事業補助金

４人

対

材育成支援事業補助金

象

５次世代産業人材育成

評

支援事業補助金

平成2

価

4年度　実績 平成25

対

年度　実績

１産業人材

象

育成のための各種講習



年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,728 5,810

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 550 620

一般財源 3,178 5,190

正規職員 0.1 0.1
人員数

嘱託職員 0.1 0.1
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 685.8 685.8

人　員 嘱託職員 272.5 272.5

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 958.3 958.3

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総

内

額 4,686.3 6,

部

768.3

（単位：千

評

円）

平成26年度決算

価

　事業費の内訳

主な節

【

金額 内容

講師謝金14

二

30
8節  報償費 1

次

,430

消耗品137

】

　燃料費70
11節 

2

需用費 207

13節 

頁

委託費 0

15節 工事

指

請負費 0

次世代産業人

 

材育成200　技術情

標

報センター指定管理者

 

自主事業補助金1,5

名

19節 負担金補助及

算

び交付金 1,724
2

　

4

講師旅費64　役務

　

費（広告料、手数料）

式

82　使用料及び賃借

単

料158　原材
その他

位

367
料費63

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成26年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 産業人材育成研修への参加

算　　式 各種講座への年間参加者数 単位 人

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標 500 500 500 300 300
目 標 値

実 績 669 629 337 314

指標選定 たくさんの産業人材を輩出するため。

の 理 由

最終年度 産業人材を育成するために、500人の参加者数を確保したい。

目標の根拠 なお、平成26年度から他課へ移管をした講座があるため目標を300人に変更した。

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26



委

では最少催行人数等の

託

面で開催が難しい内容

費

についても、中小（零

1

細）企業向けの講座内

5

コメント
容で行政が開

節

催する必要がある。

・

 

事業の成果は上がって

工

いるか

・目標に対する

事

達成度は十分か

有 効

請

 性 ・市民生活上の課

負

題解決に貢献している

費

か 普通

・行政内部の管

1

理上の課題解決に貢献

9

しているか

・事業の目

節

的が達成できるような

 

事業内容になっている

負

か

講座は参加企業・参

担

加者から好評を得てお

金

り、企業参加者の資格

補

取得の成果が上がって

助

いる。

講座によって、

及

資格を取得できた受講

び

者や内容を習得できた

交

受講者が多い場合、次

付

年度の講座参加者が減

金

る傾
評   価

向にあ

そ

る。　　　　　　　　

の

　　　　　　
コメント

他

 

・成果を落とさずに

Ｃ

コストを削減する方法

Ｈ

はあるか

効 率 性 ・

Ｅ

効率性向上に努めてい

Ｃ

るか やや向上

・使用料

Ｋ

などの受益者負担や補

個

助対象事業の範囲など

別

、財源確保の余地はな

評

いか

受講費用及び講師

価

の選定については、ポ

項

リテクセンター長野等

目

の支援機関と連携し効

評

率的な講座内容となる

価

よ

う努めた。
評   

観

価
使用料など受益者負

点

担を行っているが、人

評

材育成に関する国等の

価

補助金導入も検討して

内

まいりたい。
コメント

容

振り返り（決算年度の

・

取組み課題）

企業の競

市

争力向上のため、地域

民

特性や企業ニーズに沿

の

った講座を開催するこ

生

とができた。

ポリテク

命

センター長野等の支援

・

機関と連携した効率的

財

な講座開催を検討する

産

。

若年層など次世代の

を

産業人材の育成等、更

守

なる内容の充実に努め

る

てまいりたい。

ため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成27

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼2,500
8

平

節  報償費 2,50

成

0

消耗品500　燃料

2

費100　修繕料10

7

11節 需用費 610

年

13節 委託費 0

15

度

節 工事請負費 0

人材

当

能力開発90　人材育

初

成100　次世代産業

予

人材育成200　技術

算

情報センタ
19節 負

　

担金補助及び交付金 1

事

,890
ー指定管理者

業

自主事業補助金1,5

費

00

講師旅費70　役

の

務費（広告料、手数料

内

、保険料）214　使

訳

用料及び賃借料3
その

主

他 810
19　原材料

な

費200　自動車重量

節

税7

ＣＨＥＣＫ

個別評

金

価

項目 評価観点 評価内

額

容

・市民の生命・財産

内

を守るため市が実施す

容

ることが必要不可欠な

8

事業であるか

・行政内

節

部の管理運営上必要な

 

事業であるか

必 要 

 

性 ・市が主体となり実

報

施すべき事業か 高い

・

償

法的な根拠や公的関与

費

の妥当性はあるか

・目

1

的は結果（施策の目指

1

す理想）に結びついて

節

いるか

企業の意見をと

 

り入れた中堅技能者向

需

けの資格取得を想定し

用

た講座の開催を行った

費

。

受講費用面、講師選

1

定などの面でも市が講

3

座を開催する意義は必

節

要と考える。
評   

 

価
民間や他の支援機関



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

多くの企業に参加いただける実践的講座の開催や企業 企業人のスキルアップ研修では、講座検討

内

会議により

が求める産

部

業人材育成となるよう

評

実施することが求め 講

価

座内容を検討すること

【

により好評を得ている

二

。ニー

られている。ま

次

た、須坂創生高校への

】

支援も併せて行 ズに見

4

合った研修、講座の開

頁

催により、人材育成に

Ａ

努

っていく。 める。　

Ｃ

外部評価

次年度以降の

Ｔ

方向性

外部評価コメン

Ｉ

ト

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


